特許を受ける権利の譲渡契約書
国立大学法人岡山大学（以下「甲」という）と○○○○○○（以下「乙」という）とは、甲が保有する発明「○○○○○○（甲の整理番号OP○○○○○）」（以下「本発明」という）について、以下のとおり契約を締結する。

（譲渡）

第１条　甲は、本発明に係る特許権又は特許を受ける権利を乙に譲渡し、乙はこれを譲り受ける。
（手続）

第２条　甲は、本契約締結後、乙が行う譲渡手続に必要な書類（譲渡証書等）の作成に協力する。

（対価）

第３条　乙は、甲に対し、第１条の権利譲渡の対価として金○○円を支払う。但し、乙から甲に支払われる金額には、消費税及び地方消費税相当額が別途加算されるものとし、銀行の振込手数料は乙の負担とする。
　２　　乙は、前項に規定する対価を、本契約締結後に甲が発行する請求書に基づき、当該請求書に記載された期限までに、甲が指定する銀行口座に振り込むことにより支払うものとする。

（費用）

第４条　乙は、第２条の譲渡手続にかかる費用を負担するとともに、本契約締結後に生じる本発明に係る特許出願の維持管理費用をすべて負担する。
（対価の不返還）
第５条　本契約に基づき、乙から甲に支払われた対価は、いかなる事由による場合でも乙に返還しないものとする。但し、明白な誤計算の場合は、無利子で差額を返還する。
（発明者に関する取扱い）

第６条　乙は、本契約締結後に本件特許の出願手続を行う場合は、甲の発明者を本件特許の発明者に加えて出願するものとする。
（付帯条項）

第７条　甲は、本発明に係る特許権の不成立及び無効、並びに同特許権の実施に関する特許上、技術上、経済上その他一切の事項について、乙または乙の製品を使用する第三者に対して何ら補償するものではなく、何らの責任を負わない。同特許権の実施に関して乙と第三者との間で紛争が生じた場合、乙は自己の責任と負担においてこれに対処する。
(秘密保持)

第８条　甲及び乙は、相手方の書面による承諾なくして本発明及び本契約の内容を第三者に開示してはならない。但し、本発明の内容について、出願公開された後はこの限りではない。

（特約）

第９条　乙は、本契約締結後において、本件特許にかかる甲の発明者の自由な研究活動を正当な理由なく制約しないものとする。
（反社会的勢力の排除）

第１０条　甲及び乙は、それぞれ相手方に対し、現在及び将来において、以下の事項を確約する。
（１）自らが暴力団、暴力団関係企業、総会屋、社会運動標ぼうゴロ、政治活動標ぼうゴロ、特殊知能暴力団若しくはこれらに準ずる者又はその構成員（以下総称して「反社会的勢力」という。）ではないこと。
（２）自らの役員（取締役、監査役、執行役、理事、業務を執行する社員又はこれらに準ずる者をいう。）が反社会的勢力ではないこと。
（３）反社会的勢力に自己の名義を利用させ、本契約を締結するものではないこと。
（４）自ら又は第三者を利用して本契約に関して次の行為をしないこと。
①他の当事者に対する脅迫的な言動又は暴力を用いる行為。
②偽計又は威力を用いて他の当事者の業務を妨害し、又は信用を毀損する行為。
（５）自らが反社会的勢力との関係を有しないこと。
２　　甲乙いずれか一方が前項の確約に違反した場合、相手方は何ら催告することなく、本契約を直ちに解除することができる。
３　　前項に基づき本契約を解除された甲又は乙は、当該解除を理由として、解除権を行使した相手方に対し、損害賠償その他名目を問わず、いかなる請求をもすることができない。
　

（協議）

第１１条　本契約に定めのない事項及び本契約の各条項の解釈に疑義が生じた場合、甲及び乙は、友好の精神をもって協議の上、解決を図るものとする。
　（解除及び損害賠償）
第１２条　甲又は乙は、相手方が本契約に違反した場合、何らの通知催告を要せず、直ちに本契約を解除するとともに、損害賠償を相手方に請求することができる。

　

（合意管轄）

第１３条　本契約に関する一切の訴えは、被告の本部又は本店所在地を管轄する地方裁判所をもって第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
　本契約締結の証として、本書２通を作成し、甲及び乙は記名押印の上、各１通を保有する。

　　令和　　年　　月　　日

甲　　岡山県岡山市北区津島中一丁目１番１号
　　　国立大学法人岡山大学

　　　　学長　　那須　保友
乙　　○○○○○○○○○○○○○○○○
　　　○○○○○○
　　　　○○○○　○○　○○
